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近世会計実務か らみた現代会計理論

西 川 登

1は じ め に

是迄の内外の会計史研究 を見 ると,意 識 的か否かは別 に して,近 代的 な会計

方法 を比較基準 とし,其 処への接近 距離 を以て発達度 を測 る と言 う姿勢が強い

様 に思われ る。其処 には人智の進歩即歴史の発展 と言 う進歩史観乃至進化史観

が伺 える。確かに西欧諸国や 日本 に於 る近現代 の科学技術 の発 達 は 目覚 ま し

いo

又,今 日の会計は非常に複雑精緻 に成て来てい る。併 し,人 間 を強欲 にし地

球環境の破壊 を進め る科学技術の発達が真 の意 味の進歩か否 かは別に して,現

代会計 の複雑さは,互 いの言葉が通 じな く成 たrバ ベル の塔』 の話や,単 細胞

の盤複雑化 し終 には絶滅 したフズ リナ(紡 錘虫)を 私に想起 させ る。

其 は兎 も角,歴 史 は直線 的単線 的に発達 して来た訳では無い し,歴 史 が時の

経過 と共 に進歩発展す ると言 う考 えは,近 代欧米先進 国に生 まれた ドグマに過

ぎ無い様 に思われる。取分け,近 世迄 の 日本では 「歴史 はか ならず しも理想 の

ようには くりか えさず,そ のためにむ しろ下降 し,衰 微 す るもの」1)と言 う歴

史観が強か った と言 われ る。「日の下 には新 しい ものはない」2)と言 う言葉 を其

の儘肯定 し度い とは思 わぬが,今 日の 日本企業 に見 られ る株主へ の消極 的利益

還元姿勢 とか,IR(イ ンベスター ・リレイシ ョンズ)の 不在,と 言 うよりも,

系列取引情報開示強化に対 す る反発や決算公表 日の集中等 に具体 的に現れ る情

報開示 への忌避的態度乃至は経理 内容秘密主義 とか,損 失補填やイ ンサ イダー

D林 屋辰三郎 「天下一統」(中 公文庫 日本の歴史12)1974年,4ペ ージ。

2)「 旧約聖書」,伝 道の書,第 ユ章第9節 。
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取 引等の,仲 間内利益ばか りが優先 され る経営体質は,私 の目には,江 戸時代

の商家 と其程差が無 い8>様に映 って しま う(斯 様 な言方 をす ると,若 し,江 戸

時代 の商 人が聞いた ら,封 建社会の中で士農工商の最下位 に身分付 られて 自ら

の才覚 と財力の他 に頼 る ものが無か った 自分等 と,種 々の社会制度 の整備 され

た今の経営人 とを一緒 にす るな,と 怒 るか も知れ ない)。 又,良 く言 えば現 場

情報重視,別 の言方 をすれば場 当 り的 と言 う,日 本 の技術発展一般 に見 られ る

傾向が,簿 記処理技法に於 て も江戸時代以来連綿 と続 いている様 に思われ る。

処で,江 戸時代に京都 ・江戸 ・大坂(大 阪)の 三都 を中心 に店舗網 を展開 し
ヒエラル キ カル

て事 業 部制 的 な組 織 を築 い た大 商家 の会計 を見 る と,階 層 的 な組 織 単 位 間 の 内

部 会 計 報告 に基 い た業 績 責任 会計 の基 本的 技 術 を開発 して い た と言 え よ う。 其

処 には,収 益 ・費 用 の見 越 ・繰 延,引 当金 ・積 立 金 の設 定 ・取 崩,為 替 換 算,

繰延 資 産 と其 の償 却,有 形 固定 資 産 の評価,傘 下 店 へ の投 資 の処 理,内 部振 替

取 引,業 績 管理 基 準,内 部 監 査等 の様 々 な会計 問 題 が 見 られ る。 併 し,当 時 の

会 計 に 関す る理 論 書 は疎 か,簿 記 技 法 を解 説 した本 の類 さ え も見 出せ ない。 又,

決 算報 告 書 や 帳簿 類 の会 計史 料 に記 され た用 語 は,今 日の専 門 用 語 と可成 異 な

る。

是 迄,私 は 三 井家 を中 心 に近世 の会 計 実務 を調 べ て来 た が4),当 時 の言 葉 を

現 代 の 会 計学 専 門 用語 に 置換 た り,処 理 方法 を今 日の会 計理 論 で解釈 す る事 が,

実 態 を よ り良 く理 解す る事 に成 るだ ろ うか と言 う疑 念 を常 に抱 き続 け て来 た。

規 範 理論 が説 明理 論 と成 り得 難 いの は或 意 味 で(規 範 理論 と記 述 理論 との峻 別

が果 して本 当 に可 能 だ ろ うか?)当 然 と して も(天 体 の運 行 が 天 動説 で 旨 く説

明 出来 ぬ と して も,其 は 天動 説 の欠 陥 で は無 く,神 の理 想 か ら逸 脱 した天体 の

運 行 の 方 が悪 いの か も知 れ な い),現 代 会 計理 論 の規 範 性 の根 拠 や 普遍 性 に 就

て疑 問 に感ぜ られ る もの も少 な く無 い。 又,株 価 を基 に した 「実 証理 論 と して

の会 計 学」(positiveaccountingtheory)で は,株 式 市場 の存在 せ ぬ所 の会 計

3)現 代日本企業の近世的経営体質に就ては,三 戸公,「 家の論理」と日本社会7日 本における

株式会社の怪,「 書斎の窓」第417号,よ992年9月 を参照。
4)西 川登 「三井家勘定管見」白桃書房,1993年 。
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(其 は簿記 に過 ぎず会 計では無い と言 う事 も可能ではあ ろう)を 説 明す るのに

余 り役立 た ない様 に思 われ る5)。

此処 で は,算 盤 だ ろ うが コン ピ ュータだ ろ うが,或 い は 古代 で も現 代 で も,

1+1=2と 成 る様 な時 空 を越 えた 普遍 ・一般 理 論 の構 築 を 目差 そ う と して い る

訳では無いが,江 戸時代の会計実務 を見た 目で,現 代の会計理論 に対す る疑問

の幾 つ か を記 してみ 度 い。

11拠 出資本 と留保利益

日本 の現行 「企業会計原則」 に於 る 「資本 の区分」 の論理性 を一 先 ず 置 け

ばe),株 式会社では 自己資本 を拠 出資本 と留保利益 とに分 け る事が当然 と言 う

の が,通 説 だ と言 え よ う。

然 るに,江 戸時代の商家の貸借対照表 では,自 己資本 を拠出資本 と留保利益

との2つ に大 別 してい る例 は 先ず 見 られ な い7)。 但 し,三 井 家 で は,大 元 方 と

5)「 会 計のフレームワークを,わ ずか1,000社 ほ どの 〔広範に取引 されている株式を発行 して い

る〕主体(entity)だ けに利用できる.膚報に もとつかせることはで き な い」(Anthony,R.N.,

FutureDirectionsforFinancialAccounting,DowJones-lrwin:Homewood,Illinois,1984,p.

36,佐 藤倫正訳 「アンソニー財務会計論」白桃書房,1989年,48ペ ージ)と いうアンソニーの言

葉に賛意を覚 える。

6)法 律 を基準に 「資本金」 と 「剰余金」と分け'たかと思 うと,別 の基準で曽て 「剰余金」を 「資

本剰余金」 と 「利益剰余金」 とに分けた.ヒで 「利益剰余金」を 「利益準備金.1(再 び法律が基準

に使われていた)・ 「任意積立金」・「当期未処分利益剰余金」の3つ に分けていた名残で,「 剰余

金」を 「資本準備金」,「利益準備金」及び 「その他の剰余金」 とに分けている 「企業会計原則」

の現行規定は,旧 規定程では無いにせよ,中 々面白い。又,本 文で曽ての 「資本剰余金」 と 「利

益剰余金」と言 う語を消して置き乍ら,注 解には 「…・.・・合併差益等」 と等の字迄使て 「資本剰余

金」の語を遺 したことに,苦 労の跡が偲ばれる。

7)近 世 の会計史研究に就ては以下のもの等 を参照。天野雅敏 「阿波藍経済史研究」1986年,第

3章 第1節,今 井典子,近 世住友の決算簿 について,「 住友修史室報」第3号,1979年5月,植

村正治,「 近世農村における市場経済の展開」1988年,第2章 第2節,小 倉栄一郎 「江川中井家

帖合の法」1962年,河 原一夫 「江戸時代の帳合法」1977年,桑 田 優 ・畠山秀樹,三 木金物仲買

問屋の経営 と幄舎法,「 大阪大学経済学」第28巻 第4号,1979年3月,小 松和生,近 世広島にお

ける前期的資本の存在形態,「 大阪大学経済学」第18巻 第1号,1968年6月,小 松和生,近 世後

期 における商人資本の帳合法,「 神戸学院経済学論集」第2巻 第2号,1970年12月,作 道洋太郎,

「近世封建社:会の貨幣金融構造」工971年,第5章,末 岡照啓,近 世 後期住友 出店の決算簿,「 住

友修史室報」第11号,ユ984年1月,「 大丸二百五十年史」1967年,「 西川四百年史稿本」1966年,

長 谷川彰.近 世中期における播州竜野 ・円尾家の経営構造,「桃山学院大学経済経営論集」第16/
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呼 ばれ る中 央機 関 が,京 都 の呉 服 店 と両替 店 とに投 融 資 し,両 店 が 各 々 自己 の

支 店(傘 下 店)を 持 つ とい う階層 的組 織 を有 して い たが,営 業 店 の貸借 対 照 表

で は大 元方 や 上位 店 か らの定 額 出資 部分 も報 告 して い た8)。 又,播 州 ・近 藤 家

の もので も定 額 資 本 を表 示 してい たθ)。併 し,其 ぽ,未 処 分 利 益 や 種 々の リザ

ー ブ(引 当金 ・積 立 金)と 共 に,資 本負 債 の1構 成 要 素 と して記 載 され て いた

に過 ぎな い。 又,大 元 方 システ ムの分割 及 び再 結 合 に対 応 して,三 井 越後 屋 呉

服 店 京都 本 店 の作成 した 本支 店合 併 貸借 対 照表 では,分 割 前,分 割 中,及 び再

結 合 以後 の 留保 利 益 を夫 々分 けて表 示 してい た が,其 処 に は 自己 資本 を拠 出資

本 と留 保 利 益 とに2分 す る思考 が有 た とは考 え難 い。 寧 ろ,自 己 資 本 を種 々の

源 泉 別 に分 け て い た と考 え得 る。

江 戸 時代 の商 家 は株 式 会社 では無 か ったか ら,自 己資 本 を拠 出資 本 と留保 利

益 とに分 け る必 要 が無 か った と言 え るか も知 れ ない。然 らば,何 故,株 式 会社

で は分 け るの か,そ の根 拠 は 案外曖 昧 に思 える。 「資 本 と利 益 の区 別」 と言 う

事 が 今 日言 わ れ るが,「 利 益 計 算上 は 留保 利益 が資本 の要 素 を な し,処 分 の面

では それ が制 度 上利 益 と同質 に な って い るわ け で あ る。 そ の よ うな状 況 で は,

・・… ・共 通 の基 準 で 資本 と利 益 をわ け るの はむ ず か しそ うで あ る」1。)と言 え よ う。

「資 本 と利 益 の 区 別」 の根 拠 と して,元 木 と果 実 の違 い 及 び配 当規制 の2つ

が言 わ れ るが,前 者 に就 ては株 式 会社 に限 った 事 で は有 る まい し,又 「常 識

的 に考 えれ ば,企 業 所有 者 の 持分 で あ る資本 の ス トックに,本 質的 な区別 を設

け る理 由 は ない」1Dと 言 え る。 株 主 が払 込 だ 資 本 と,会 社 が経 営 活 動 の結 果 と

＼巻第1号,ユ974年6月,畠 山秀樹,作 清(黒 田清右衛門)家 の棚卸帳,永 島福太郎編 「三木金物

問屋史料」ユ978年,林玲子,木 綿問屋川喜田家資料(1)～(皿),「 流通経済大学論集」第U巻 第
1号,珀76年7月,第12巻 第2号,1977年U月,第15巻 第2号,ユ980年10月,松 本四郎,元 禄 ・

享保期における長谷川家の木綿問屋経営,北 島正元編著 「江戸商業と伊勢店」1962年,宮 本又次,

南部における小野一族経営の諸相,「 大阪大学経済学」第16巻第2・3号,1966年12月,柚 木学

「近世灘酒経済史」工965年,第4章 。'
8)西 川,前 掲書,図2-1,表2一 上～2-7,表3-6,3-7,表4-2,表5-2,資 料2-1～

2-3,資 料4-1,4-2参 照。

9)植 村,前 掲書,126～127ペ ージ。
10)蕪 存争樹 「企業金言十」東京大学出版会,1998年,66ペ ージo

ユ1)同 上,140ベ ージ。



46(46)第 工50巻 第1号

して獲得 した利益 を留保 した もの とは,源 泉 と性格 を異 にす ると言 うのな ら,

金利計算は単利計算 にす可 しと言 う事 に も成かねない。金利 を複利 で計算す る

のが普通で有 るの と同様に,「 利 益は計算 の過程 で こそ資本 の増減か ら区別 さ

れ るが,い ったん計算 され留保 されて しまえば,そ れ以上拠 出資本のス トック

と区別 され る実質的 な意味はない」12}と考 え得 る。

自己資本 を源泉 と性格 とに依て分記せねぼ利害関係者 に重大な誤解 を与 える

と言 うな らば,拠 出資本部分 で有 て も,増 資分や社債転 換分等 を分 けねぼ な ら

ぬ であろうし(利 益の資本組入分 を資本金 の中に一括 して表示 した ら拙 い事 に

なろ う),留 保利 益 も獲得 した時期 に依て適宜区分 して表示 した方が良い 事 に

もなろ う。因みに.江 戸時代の三 井家では,欠 損 を出 し続けて軈 て閉鎖 され た

店 で,過 去の各期 の純損失又は純利益 を夫 々明示 した上で繰越欠損総額 を表示

して いた例が見 られ る捌。

有 限責任制の株式会社では,通 常,債 権者保護の為 に留保利 益を拠出資本 か

ら区別す る必要 があるとされ る。確 に,利 益処分 を待 たず に完成 させる貸借対

照表 で配 当可能利益の上限 を設定 す る日本 の現行商法の下 では,「 剰余金」 が

大 きな意味 を持つ とも言 える。 「しか し,そ れだけの ことな ら,留 保利益の う

ち,未 処分 の もの と将来の処分支出に充当 した もの とを資本か らわけておけば

よい」14)と言 えよう。配 当規制 をす るなら,期 間利益(若 くは,其 処 か ら更 に

利益準備金を引 いた額)を 其の上限に した方が,債 権者保護 には よ リマ ッチす

ると考 え得 る。其は兎 も角,今 日,「 拠 出資本 と留保利益の間で論 じ られ て

い る資本会計の問題は,維 持すべ き資本 と利益 との間で,利 益計算 と配 当計算

の双方 の観点か ら同時 に問われざるをえな くなる」15)と言 われてい る。 然 う 言

う問題 を或 面で先取 していた江戸時代の大商家 の会計 は,「 進ん でいた」 とも

言 えるか も知れ ない。彼等 には,家 業の存続 ・維 持の為 に厚 い内部留保 が要請.

12)同 上,66ペ ー ジ。

13)西 川,前 掲 書,表 ユー5参 照 。

14)斎 藤,前 掲 書,工41ペ ー ジ。

15)斎 藤,前 掲 書.14ユ ～142ペ ー ジ。
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され る一方 で,店 の業績 が利 益額 で評価 されて,奉 公人重役の賞与額(給 与 と

別)が 利益額 に連動 している場合 が多か った のである。

III損 益計算 と利益処分計算の相違

日本の現行制度 では中間配当が損益計算書 に記載 され乍 ら期末配 当が利 益金

処分計算書項 目に成 ると言 う面 白さを扱措けば,固 有 の損益計算 とは,飽 迄 も

損益計算書 で遂行 され る期 間損益計算を意味す るもので,利 益処分計算 とは明

確 に区別 され ねば ならぬ,と す るのが通説で有 ると言 えよ う。併 し乍 ら,損 益

計算 と利益処 分計算 との境界は,其 程 自明の事 と言 えるのだろ うか。

三井越後 屋呉服店 の本支店合併計算では,収 益合計額 か ら損費等合計額 を差

引いて当期純 利益額(寧 ろ処分済利益額 と言 った方が良いか)を 表示す る無区

分損益計算書(single-stepincomestatement)乃 至 は損益利益処分混合計算:

書 を作成 した。一方,三 井の両替店等5店 の グループの統括店だ った三井京都

両替店 では,自 店独 自の損益計算 を行 った後,自 店の当期純利 益に傘下店(寧

ろ支店 と呼ぶべ きか)4店 の当期純利益 を合計 した額 を示 し,其 処か ら退職元

手 リザーブ繰入額 と大元方への定 額の上納額 とを差 引いた利益額 を表示 した後,

其の利益額か ら更 に貸倒 リザーブを差 引いて最終利 益額 を計算 した(更 に3年

=6期 毎 に,最 終利益 の蓄積額 の10分 の9が 大元方に振替 られた)。 又 京都

両替店傘下 の,江 戸お よび:大坂(大 阪)の 両替店2店 と京都 の糸絹問屋の2店

とでは,第 一段階 の収益 ・費用計算で表示 した利益(糸 絹 問屋2店 では是 を延

銀 と呼んだ)額 か ら」「貸倒 リザ ーブや建 物修繕 リザ ーブな どの繰入額 を差 引い

て,最 終利 益(両 替店2店 では是 を延銀 と呼んだ)額 を報告 した16)。此の両替

店等 グル ープの利益報告書の場合,区 分損益計 算 書(multiple-stepincome

statement)と 呼ぶ可 きか,そ れ とも損益利 益処分結合計算書 と呼ぶ可 き「だ ろ

うか,若 し,損 益利益処分結合計算書 と呼ぶ な ら,京 都両替店の報告書では.

何処迄が損益計算で何処 か らが利益処分 計算 と見た ら良 いのだ ろ うか。

16)西 川.前 掲書,衷2-4～2-7,3-6参 照。
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日本 の現行制度 の下では,利 益処分 の中心問題 は,通 常,配 当金(即 ち出資

者への リターン)の 決定 と任意積立金の決定 に有 るとされ るが,先 ず,出 資者

への リターンに対す る会計的取扱か ら考えて行 きたい。三井 では大元方か ら同

苗11家 の当主達=出 資者達 に支給 され る リターンは利益の多寡に拘 らず,原 則

として定額 であ り(家 族手 当等の増分が有 った),其 は大元方 の費用 として 処

理 された。三井に限 らず,番 頭経営 によって当主 が無期能化 した商家 では,単

なる資金提供老に過 ぎない当主への リターンを定額 の費用 として扱 う傾 向が有

た と思われ る。 日本 ばか りでな く,産 業革命期の イギ リスで も,自 己資本利子

が屡 々,他 人資本利 子 と同様 に費 用として処理 され,経 営活動利益か ら資本利
パ ロ トナ　シ ツブ

子 を控 除 した後 に企 業 者利 得 と して残 る部 分 が,組 合企 業 利 益 と して 算定 され,

而 も,「 か か る会 計 慣行 は その 当時 の会 計 理論 にお い て全 面 的 に容 認 され て い

た」17)と言 われ る。 自己資 本利 子 を費 用化 す る 「遅 れ た」 会 計 か ら然 うで無 い

「進 化 した」会 計 に変 った と解 釈す る事 も可能 だ が,現 代 で も例 ば ア ン ソニ ー

の様 に、 「負債 利 子 も持分 〔=自 己資 本〕 利 子 も,と もに資 金 を使 用す る コス

トを表 わす の で,私 〔=ア ン ソニ ー〕 は,利 子 とい う用語 を無 修 正 の ま ま,そ

れ ら双 方 に用 い る こ とにす る」18)と主 張 す る人 もい る。 今 日 負 債 の利 子 コス

ト丈 を認 識 す るの が 「最:も保守 的 」 であ り,「 最 も積極 的」 なア ン ソニ ーの提

言 も看 て,「 ア メ リカ では,1970年 代 に入 りか な り積 極 的 な方 向 を動 い た」 と

言 われ る19)。

撫,積 立 金 へ の繰 入 額 が利 益処 分 項 目で,引 当金 へ の 繰入 額 が 費 用項 目で有

る と言 うの が,日 本 の現 行制 度 で,日 本 の通 説 も是 を支 持 してい る と考 え られ

る20)。 併 し,相 手 勘定 で区別 す る な ら,現 金や 売上 も相 手勘 定 に よ って売 上 現

17)高 寺貞男,経 営者会計から所有者会計へ,「 経済論叢」第128巻第1・2号1981年7・8月,

2ペ ーシ。

工8)Anthony,妙.cit.,p.79,佐 藤,前 掲訳書,107,108ペ ージ。

19)佐 藤,同 上,訳 者あとがき,245ペ ージ。処で,現 在,主 要先進国で,借 入金利用の節税を封.

じる為に過小資本金過税制度が設けられているのは,出 資者へのリターンに関する利益処分と費

用との境界の曖昧さを示すものといえよう。但し,税 収確保の為に自己資本利子の費用性を否定

するのは問題であるが,逆 に,自 己資本利子の費用性の主張の本音が,若 し.節 税対策に有ると
したら,其 も如何なものだろうか。
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金,売 掛 金 回収 現 金,借 入 金現 金 とか現 金売上,掛 売 上,前 受 金 戻入 売上 等 と

区 別 す可 きだ と言 う事 に もな ろ う。或 は,未 払配 当(負 債)も 配 当積 立 金(資

本)も 元 々は利 益 の処 分 額 では 無 い のか。 逆 に,江 戸 時代 の商 家 で は引 当金 と

積 立 金 とを用 語 上区 別 して いな い上i・(リ ザ ー ブは引 当積頷 銀 退 銀・ 除銀 ・

退(除)置 等 の言葉 で呼 ば れた),後 述 の如 く,自 己資 本 の考 え方 が 今 日 と異

な 。て いた り漁 債 と自己 資本 とを分 けて ・・なか った 孵 るので・ 貸借 対 照 表

か ら其 の相 手勘 定 が費 用 か利益 処分 力・を判 定 す る事 は 騰 で ある・ 又証 戸 時

代 の三 井家 で は,大 名 貸 の貸 倒 に備 え る為 に,貸 付 金 の利 足(利 息)と して受

取 た現 金 を収益 と して認 識 せず,其 の現金 の相 手勘 定 と して,損 益計 算 も利 益

処 分 計 算 も介 さず に リザ ーブ を設 定 した。 是 は,引 当 金 と呼 ぶ可 きなの だ ろ う

か,積 立 金 と呼 んだ ら良い の だ ろ うか 。 又 ア メ リカの よ うに,売 上 控 除 を相

手 として 「回収 不 納 見 越額(allowancefordoutfulaccounts)」 を設 定 した ら・

日本 の 現 行「企 業 会 計 原 則」 に従 えば,是 は 「引 当 金」 では 無 い事 に成 て しま

う21)。 序 に 「企 業 会計 原 則」 に関 して 更 に言 えば,「 発 生 の可 能性 の低 い」 か

否 か とい う曖 昧 な基 準 で,r偶 購 象1・係 領 用 又 噸 失」 の相 手齪 た る準

備額 が,積 立 金 と成 た り引 当金 と成 た りす る のを ど う理解 した ら良 いの か。

其 も其 も,「 引 当 金 の計上 は,将 来 の支 出 に備 えた 資 金 の留 保 を伴 う点 で,

利 益処 分 と して の 内部 留保 と同 じ機能 を もって い る」22)と考 え得 る。 「しか し,

それ は,… … 将 来 の利 益 の た めの費 用支 出 に備 えた もの で は ない」23)と も言 え

るだ ろ うけれ ど も,若 し然 うな らば,計 上 時 点 で キ ャ ッシ ュ ・ア ウ ト ・フ ロー

も支 払 義 務 も無 く,将 来 の キ ャッシ ュ ・ア ウ ト ・フ ・一 が有 るか無 いか も分 か

らぬ もの を,費 用 と利 益処 分 とに峻 別す る決 定 的 な ク リテ リア!ま何 な のか2の。

2。)今 日の。、1り。の会計学書の中t"aの 引 当金に相当する用語や齢 ・ま見出 ・顛 ・・

・・
負昌灘 難 瓢:盟 謙 霊芝鷺 辮 讐 齪 篇 型ぢ灌 騒
い 様 に 思 わ れ る 。

2乞)鞭,前 掲 書,78ペ ー ジo

l:1賑 、,,。 当金、.,駒,,欝 ・・ら・・てしま・・う・べ・一・㈱ 忠発・ノ
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斯様 に書いて来たか らと言 って,費 用 と利益処分 とを区別す る事が無意味だ

と主張す るのでは無い。費 用と利益処分 との境界 は,項 目の客観的性質 によっ

て決定す るのでは無 く,寧 ろ,(制 度的な ものであれ私的 な ものであれ)会 計

政策決定者 の判断に依存す ると言 えよ う。即 ち,「 固有 の付加価値分配序列 に
プ ライオ リティ

そ って,… …付加価値 にたいす る先取権 が……保証 され た……項 目を費 用控除

の形 で先配 し,そ うでない項 目を利益処分 の形 で後配 す る……区分原理」25》が

考 え られ る。結局,利 益計算 の 目的 と其の処分権限 とが何処 に有 るか に依て、

利益処分 と費用 との境界が決 まるのでは無いだ ろうか。然 う言 った意味 で,江

戸時代或は 明治期の会計実務に於て費用 と利益処 分の区別 が曖昧だ った と解 釈

す る事は,特 殊今 日的偏見か も知れない。

因に,前 述 の三井の両替唐笠 グル ープでは,両 替店2店 の リザ ーブ繰 入額は

定額であ り,京 都両替店へ の定額 の上納額 を差引いて延銀 を計算 した。此 に対

し,糸 絹問屋2店 では,対 売上高延銀比率2臼)に基準売上 高(標 準売上高 と呼ん

で良い ものや ら)を 乗 じて計算 された処の,基 準利益額 に比例 して リザ ーブ繰

入額 が決 め られ,基 準利益の残余額が京都両替店 の利益 に振替 え られ,(此 の

振替 額 も延銀 と呼ばれた),そ して 延銀=実 際利 益額が基準利益額 を越 える分

を 自店の留保分 とした。京都両替店 を含めた3店 が両替店 として纏 めて扱われ

る事 も有 り,糸 絹問屋2店 の夫 々の独立性が相対的に高か った事 も考 え合わせ

れば,両 替店2店 の利益報告書は区分損益計算書 で,糸 絹問屋2店 の もgは 損

益利益処分結合計算書 であ ると解 釈 して も 強 ち,不 当 とも言い えまい。

Iv貸 借対照表の資本負債表示

管 て ア メ リ カ の 会 計 学 書 で は,自 己 資 本(owner'sequity)と 負 債(liabili一

＼ 山桝忠恕他,討 論 ・引当金概念の純化のために,「 企業会計」,第19巻 第12号,1967年U月,82

ペ ー ジ)と か,「 引当金なる用語 を使用 しないに限 る」(沼 田嘉穂,引 当金を論攻する,「 企業`

会計」第27巻 第1号,1975年1月,16ペ ージ)と 言 う積 りは無い。寧ろ,此 処では引当金 と積立

金 との同質性を主張 し度い。

25)高 寺貞男,「 会計 と組織 と社会」三横書N,1992,41ペ ージ。

26)正 確には,荷 受問屋=コ ミッシ ョン ・マーチャン トなので売上高よりも商品取 扱 高 が主。/
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ties,credit。rs'equity=債 権 者 持 分 と言 う事 も有 る)と を 合 わ せ た 総 資 本 の 意

味 でequities(複 数 形)と 言 う用 語 が 使 わ れ る事 が 多 か っ た が,今 で は 自己 資

本 を 単 にequityと 言 う事 が 多 い様 で あ る27》。 近 世 以 来 使 わ れ て 来 た 日本 語 の

「持 分 」 と言 う語 は,全 体 の 中 で 各 人 が所 有 す る部 分 や 割 合,乃 至 は 現 在 の 法

律 用 語 と 同 様 に,共 有 物 に就 て 各 共 有 者 が 持 つ 所 有 権 又 は 其 の 割 合 を意 味 した 。

従 っ て,総 資 本 の意 味 で も 自 己 資 本 の 意 味 で も持 分 とい う言 葉 を使 うの に は 抵

抗 を 覚 え るが28),貸 借 対 照 表 の 貸 方(creditor)29)側 全 体 を表 す の に,他 に適 当

な言 葉 も思 い 浮 か ば な い の で 囲,此 処 で は 以 下,自 己 資 本 と他 人 資 本 を 合 わ せ

た 資 本 負 債 の意 味 で 持 分 とい う言 葉 を 用 い る。

採,現 代 で は,持 分(資 本 負 債)の 部 を 負 債 の 部 と 自 己 資 本 の 部 と に 峻 別 す

可 し,と 言 うの が 通 説 と考 え 得 るが,其 に 異 を唱 え る 人 もい る。 例 えば,ア ン

ソ ニ ー は 「貸 借 対 照 表 の 貸 方 側 を三 つ の 資 金 源 泉,す な わ ち 負 債 と 株 主 持 分

(sharholderequity)と 主 体 持 分(entityequity)と に 分 か つ こ と」81)を 主 張

す る。

持 分 の部 を 負 債 の部 と 自己 資 本 との2つ に 峻 別 し て 表 示 す 可 し と言 う通 説 の

存 在 根 拠 は,経 済 的 要 因 か ら丈 で は 説 明 が 付 か ぬ 様 に 思 わ れ る。BIS規 制 の

自 己 資 本 比 率 等 を持 出 す 迄 も無 く,負 債 と 自 己 資 本 との 境 界 は 可 成 曖 昧 に 思 え

るD

両 替店2店 の場合 と意味が異なる。前述の如 く,＼ 又,延 銀は,

27)例 ぽAn・h。,y,EssentialsofAccountingfi*,,1983年 の第3版 で1ま ・・sets一・q・ities及 び

liabilities+owners'equityと い う等式を用いていたのが(p.6)1988年 の第4版 ではお　にしヨコ

assets=liabili【ies+equitiesと い う等式を用いている(p.6)。 併 し・Easoロ&Burnet・Essentials

ofAccountingで は1991年 の 第7版 で もassets=equities及 びassets=liabilities+owners

28、eq翻晶 痛 瀧 講 、1膿 。,本語。意・・破・・て・… が多・・.見越擬
受 取 もせ ぬ も の を 受 取 何 々 と言 う とか、 其 と は 全 く違 う意 味 で 手 形 に 就 て受 取 の語 を用計 算 で,

い る 類 い は,も う,謎 謎 合 せ の世 界 の よ う に 思 え る。

29)江 戸 時 代 か ら明治 中 期 迄 は 「貸 し方 」 の 語 が 資 産 の 部 を 示 す 事 が 多 か っ た。..

30)イ ギ リス でliabilitiesが 負 債 の み な らず 自己 資 本 も含 め て 使 わ れ る事 が 有 る 様 に(例 は,

Harrison,W.,StageOne:FinancialA`counting,1983,PP.2,g.),近 世 の 日本 で は 「借 り方 」

「預 り方 」 と言 っ た 語 が 資 本 負債 の部 を示 す 事 も宿 払 負 債 の 部 丈 を示 す 事 も有 った 。 処 で.借

方 ・貸 方 に 関 す る福 沢 諭 吉 等 の 直 訳 語 の選 択 に は,脱 亜 入 欧 指 向が 濃 厚 だ った と言 え よ つ。

31)Anthony,OP.C12.,p.V111.佐 藤1前 掲 訳 書,Ψiベ ー ジ 。
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例ば,無 担保永久劣後債 と累積的非参加的優先株 と.では,税 務上の取扱 を無 .

祝すれぼ82),有 価証券 としての経済的機能 に殆 ど差が無 かろ う33)。親会社 に完

全所有 され た子会社の場合,親 会社か らの投融資 を負債 と自己資本 とに分 け る

事に何程 の意味が有 ろ う。引当金 も積立金 も,維 持す可 き資本 を守 る為 の備 え.

或いは,其 を食潰 して も維持す可 き資本には影響 を及ぼ さない為 の リザ ーブと

言 う点で,又,内 部留保 の資金源泉 を示す点で,同 質 と言 えよ う。.

全株主が,有 限責任 の点 で平等で有 ると共 に,企 業所有者 と言 う点で社債保

有者 とは異なると言 う,法 的建前 に基 き乍 ら,実 質的利益処分権限 を経営者が

握 る処の,株 式会社 に於 る財務状況表示 としては,持 分 の部 を3分 す可 しと言

うア ンソニーの考 え方は,現 行 の資本 と負債 の2分 法 よ りも魅力的 と思 える。

又 利益測定計算 と其の処分計算 との基礎 と成 る処の資本 としての 主 体 持 分

(現行実務の留保利益か ら費用処理 され る自己資本利子分 を引いた も の と 成

る)39と 言 う概念 に興 味を引かれ る。 併 し,法 的建前 よ りも経済的機 能 を重視

して,劣 後債 と優先株 とを負債 か否かで峻別 せず,有 価証券調達資金 と借入金

資金 とを分 ける様 な別の分類法 も考 え得る。又,資 金調達の経営経済 的機能が、
バ ロ トナ　 シッ プ

組合企業や株式会社 な どの企業形態 に依て異 なる事 を考慮すれば,維 持す可 き

資本 として,、主体持分 とも違 った概念が存在 し得 る。 そ して,資 本及 び利益の

測定計算 と,其 等の持分への表示 とは,異 なる次元の問題 とも言 える。其の様

な事 も考慮 しなが ら,江 戸時代の商家 における持分表示 に就て若 干の考察 をし

たい。

江 戸時代 に発展 した複式決算簿記法は,「 損益計算 と財産計算の両面か ら2

32)国 家 権力等の強制に因 る,企 業所有者 では無い国家等への利益分配 と言 える(私 有財産制度の

部分的否定 とも考え得る)法 人所得税等を絶対的 ・普遍的 なものと考える必要 も無いけれ ども。

33)旧 拙 稿で斯様な事 を書いた時(続 コンピュータ社会 の大学会計教育,「 佐賀大学経済論集」第

18巻 第1号,1985年9月,178ペ ージ),永 久債 など日本に有るのかと言われた事が有るが,幸 に

も(社 会的に幸か疑問だが)時 代は変る。但 し,其 の時 も此処でも,現 実に存在 しているか否か

を問題にしていた(る)訳 で もない。 「理論」が普遍的 ・一般的である可 きとすれば,「 理論」

は,将 来の予見に役立っ可 きだろうし,未 知未見のもの(過 去に存在 した ものか未来に出現する

ものであるかを問わず)に 遭遇した時,其 の理解を助 ける可きものだろう。

34)Anthony,OP.碗.,p.78,佐 藤,前 掲訳書,107ペ ー ジ。
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重 に利益油差 をして いる」 もの と 「元本 プラス損益計算 と財産計算の両面か ら

2重 に(利 益測定 をとぼ して,元 本 に利益 を直結 させて,ワ ソ ・ステ ップで)

齢 翻 魅 してい る」 もの との 瀬 型}・大別す る事が出来 る85'・前者即系屯利

益2面 計算型 に含め られ るものの中で.中 井家 の仙 台元方店では持分 の部全体

を 「借方之部」 と呼んで負債 と資本 との区別表示 をしなか った し86),又,三 井

家 の大元方及 び両替店等 グル ープの5店 で も 「預 り方」 と呼ばれた持分 の部 は

無区分表示 だ った肥。詰 り,「 借方之部」や 「預 り方」p持 分 の部 の中に,リ

ザ ーブやその他 の負債等 と共に 「維持す可 き資本」が脚 されていたのであ る・

純利益2面 計算型の中には,播 州近藤家や加納家の如 く他借(外 部債務)な ど

の負債が全 く無い例 も有 たが,三 井家の京都呉服店 を始 め,川 喜 田家,長 谷川

家,松 井家 な ど,負 債等 と 「維持す可 き資本」 とを分 けていた例 も少 な く な

い8巳)。純財産2面 計算型 では,当 然,負 債等 と純財産=「 維持す可 き資本」 と

を分 けていた。此様 に,持 分 の部 の示 し方 は一様 では無か った し,「 維持す可

き資本」 も,有 銀(三 井家)や 望性(姓)金(中 井家)と 呼ばれた り,或 いは.

単 に 「差 引残而」 「残 テ」 「内」 と書 かれた後 に金(銀)額 丈示 され る事 も多

かった様 に,表 示方法 には統一性 が見 られ ない。

併 し,「 維持す可 き資本」 の概念 には,多 くの商家の間に(就 中,営 業店 よ

りも家業 の中央機関 に於て)89⊃可成 り共通性が有 った と考 え得 る。即 ち,江 　

時代の商家 の多 くでは,自 己資本利子(出 資者へ の リターン)の 未払 分や リザ

ーブが負債等に含め られ たので(三 井の京都呉服店 の場合,負 債等 の殆 どを リ

35)高 寺貞男,和 式簿記法 と洋式簿記法の比較会計史,高 寺 ・醍醐聰,「 大企業会計史の研究⊥ 同

括孤 内や傍点 も原文の盤。但 し,高 寺論文では 「複式決算」と言 う　　ぺ　ジご1979年,文舘,

語は用いていない。なお,純 利益の2面 計算をした ものの方が,純 財産を2面 計算した ものより

も「発達 した簿記法であることには,疑 問の余地がないであろう」(同 上,227ペ ージ)と 言 うの

は疑 問(西 川,前 掲書,6ペ ージ参照)。

36)小 倉,前 掲書,164ペ ージ参照。

37)西 川,前 掲書,表2一 工～表2-7,表3-6・ 表5-2参 照・

前掲註7)参 照。　ラ

39)江 戸時代の階層的組織を有 した大商家の中では,組 織単位が現業部門から離れる程,損 益計算

よりも財産計算が重視される傾向が有 った様に思われる。
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ザーブが 占めていた),其 の 「維持す可 き資本」は,今 日の株式会社 の 自己 資

本の概念 よ りも,未 払 自己資本利子 と積立金相当分 が除かれ た分丈 狭い と考 え

得 る。又,其 は,ア ンソニーの言 う主体持分 よりも,積 立金相 当額 を含まぬ分

は狭 いが,拠 出資本 を含む分 は広 いと言 える。尚,三 井京都 両替店では,大 元

方 システムの分割前 には,次 の様 な,3種 類の自己資本計算 を行 っていた40)。

1つ 目は,大 元方か らの定額出資部分(大 元方では 「建か し」 と呼び,京 都両

替店では 「元建」 と呼んだ)に,種 々の リザ ーブと,3年 毎に大元方に振替 ら

れて大元方 に対す る負債 と成 る迄 の間に,蓄 積 した留保利益 とを足 し合わせた

ものであ る。2っ 目は,三 年勘定 で大 元方 に対す る負債 に振替 られた留保利益

額か ら,大 元方に現金 で年賦上納 した額を控除 した もの を,第1の 自己資本 に

戻 し加 えた ものである。3っ 目の 自己資本は,第2の 自己資本か ら不良債権相

当分 を控除 してい る(是 も元建 と呼んだ)。 斯 様 に複雑 に 「進んだ」 自己資本

計算は,江 戸時代では特異な もの と思われ る。

V本 支店合併決算と持分法

江戸時代の大商家 に於 る中央機関(元 方)乃 至統括店 と各営業店 との関係は,

親会社子会社乃至孫会社関係に近い と考 え・る事 も出来 る し,或 いは,本 支店関

係 に類似 と見 る事 も可能だ ろ う。何れ に しろ,親 会社が子会社 に於 る資木 を完

全所有 した場合(江 戸時代の商家 では其が普通),外 部債務 に対 す る責任 を 無

視すれば(三 井家 では他借が余 り無か った)、 連結決算は,本 支店合併決算 と

の間 の実質的 な差 を見出 し難いだろ う。又,今 日,本 支店合併決算 では,通 常,

本支店の資産及 び負債並びに収 益及 び費用 を連結(合 併)す る方 法 を採 る が

(是 を以下,全 部連結 と呼ぶ事に したい),本 支店合併決算に持分法 を用い る

事 も可能であ る41)。

40)賀 川隆行,「 近世三井経営史の研究」1985年,176-180ペ ージ参照。

41)会 社集団の財務諸表合併(連 結決算〉の場合で も,「 企業集団にたいして親会社株主が有する

持分の変動 を測定するのが 目的であれば,連 結会計によらず とも,親 会社:が子会社投資勘定に持

分法 を適用することによっても,そ れ を達成することがで きる 。」又,「 わ ざわざ連結をおこな/
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扱,江 戸時代,中 井家 の本家42)並びに,三 井家 の大元方及 び京都両替店(両

替店等集団5店 の統括 店)で は持分法に依て支店(傘 下店)持 分 と支店利益 と

を連結(結 合)す る財務諸表 を作成 した。其 に対 し,冨 山家の損益 計 算 で は

「今 日の合 併法 と同様 に」全部連結が用い られた4H)。又 三 井家 の呉服店等集

団では,損 益計算 には全部連結 と持分法 とが併用 され,財 産計算では,本 支店

各店 の各個別貸借対照表 と持分法に依 る合併貸借対照表の両方が作成 された。

尚又,三 井家 の両替店等集団では,大 元方 システムの中断時期 に,両 替店3店

丈 を対象 とした全部連結計算に糸絹問屋2店 の利 益 を持分法 で以て結合 した損

益計算書が,持 分法のみに依 る損益計算書 の他に作成 されていた。

持分法で も全部連結 で も本支店(集 団)全 体の資本及 び利 益の計算結果 には

差は無いが,持 分法では集 団全体 の財務状況や本支店合計 の収益 ・費用 を示す

事が出来ないだ ろうq逆 に,全 部連結では本店 自体 の財務状況や各支店毎 の利

益額 を示す事が,不 可能 とは言 えぬ迄 も,困 難だ ろう。彼 と言 って,持 分法44)

丈の乃至本店独 自の財務諸表 と全部連結財務諸表 との両者 を作成す るのは,二

重手間 とい うユス ト増 の問題 が生 じる。本店 と支店 とが全 く異業種 に従事 し,

夫 々の間に資金的結合が有 る丈 で,生 産 ・販売等が全 く別個に行われ る場合,

財務諸表,就 中 損益計算書 に全部連結 を用いて も,情 報作成 負担 に見合 う情

報利用便益 が得 られ るとは思 え難い。逆 に,本 支店間で,生 産 か ら販売の垂 直

的分業が行われた り,仕 入 ・販売等の夫 々の業務 の水平的分業 が行 わ れ る場

合95),持 分法のみでは必要 な情報 が得 られず,全 部 連結 が求 め られ よ う。 因に,

＼わずとも,連 結をおこなった場合 とおなじ利益計算の結果を得ることができる。」(川 本淳 連結

の目的 と少数株主持分の問題,東 京大学大学院 「経済学研究」第34号,1991年12月,34ペ ージ)。

42)小 倉,前 掲書,72～76ペ ー ジ。但 し,此 の書が刊行 された頃にはequitymethodの 概念が 日

本に普及 していなかったので,此 の雷の中では 「持分法」の語は使われてない。

43)河 原,前 掲窟,127ペ ージ。

44)現 代の株式会社 に於る連結財務諸表及び個別財務諸表制度の場台,債 権者の利害の保護 と言 う

重要 な問題を考 える必要がある(川 本,持 分法の意義 と問題点,「 会計」 第142巻 第3号,1992

年9月,ユ34～137ペ ー ジ参照)。 ただ,債 権者の利害 を無視 した として も,「 個別決算に持分法

を持 ち込む」(同 上,133ペ ージ)場 合,親 会社独自の情報の一部分が欠落するとは言わない迄 も

分か り難いと言 う問題も(其 でも 「個別決算」 と呼べるか若干疑問)考 え得るのでは無かろうか。

45)世 紀転換期のアメリカ合衆(州)国 では,州 外会社に対する法規制の厳 しい連邦 国家で全国/
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三井越後屋呉服店 では商品仕入の殆 どが京都店 で行 われ,商 品の大半が江戸店

で売 られた。現代の連結財務諸表制度では連結 の範 囲 と方法が,形 式的基準で

粗一律的 に規制 されてい るが(制 定法制度一般が斯様 な性格傾向を持つのだ ろ

うか),其 等は,企 業(会 社集団)の 経営方法 ・環境 ・目的等に依て変化 し て

も良いのでは無か ろうか。

以上,資 本 と利 益を中心 に幾つかの問題 を論 じた。資産に就 ても,時 価評価
り 　 ス

に対す る原価評価 の優越性,減 価償却 の便宜性,借 用資産の貸借対照表能力等

考 え度い事が残 っている。又,貸 借対照表及 び損益計算書並びに資金計算書 に

商品売価原価報告書を加 えて4本 化 した財務諸表 の存在 と,基 本財務諸表 と附

属 明細書類 との関係(損 益計算書は貸借対照表の附属明細書共考 え得 る),情

報の量的増大が財務諸表利用者の利便 の拡大 を齎す事に果 して常 に帰結す るか

の問題(木 を隠す には森 が良い),或 いは,内 部会計(管 理会計)に 於 る 中 間

管理者の上位経営者に対す る情報操作の可能性等に就て も記 し度か ったが,既

に,紙 数 も体力 も時間 も(原 稿締切 日6月 末 日)尽 きたので筆 を置 き度 い。

(1992年9月15日 脱稿)

＼的に事業展開する為に,実 質的支店 を独立法人 にして多州籍企業 と成らざるを得なかったので,

連結会計が求められる様に成ったので有ろう(高須教夫,「 アメリカ連結会計論」森 山書店,1992

年,第1章,西 川登,ス タンダード石油持株会社 システムの 成立過程 「経営史学」 第13巻 第

2号,1979年3月 参照)。


